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障害福祉についての制度の拡充を求めて

2020年12月～2021年4月
いただいた募金は、本キャンペーンを展開するための費用や
当会が運動をするための活動資金として有効に活用させていただきます。

わたしたちは「きょうされん」です
 当会は、旧称を「共同作業所全国連絡会」と言い、障害のある人たち
が「働く・活動する」事業所をはじめ、グループホーム、相談支援センターな
ど、1,870カ所を超える事業所が会員となっています。
 わたしたちは、障害のある人たちの暮らしをゆたかにするための制度
の拡充を求め、活動を続けています。

　障害のある人たちは、新型コロナウイルスに感染す

ると重症化するリスクが高いです。障害のある人や支

援者が PCR 検査等を受けやすくするとともに、感染

した際も安心して医療が受けられるような体制づくり

を求めています。

署名・募
金に

ご協力
くださ

い

コロナ禍でも、障害のある人が安心して生活できるように1.
医療体制を拡充し、障害のある人や
支援者のいのち・健康が守れるようにア

募金の
お願い

メイン写真 : 前川鮎子／佐藤健太郎（第二いぶき・岐阜県）　写真上 : 平田優作／中川冴（ハスの実わくわくセンター・福井県）　写真下 : 十時たける／青木悟／芝田達哉（川越いもの子作業所・埼玉県）
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きょうされん

きょうされん 新型コロナウイルスの影響に関する生産活動・
利用者工賃実態調査（2020年7月実施）

1.

優生保護法で被害にあった人たちの人権回復と、徹底した調査を優生保2.

コロナ禍でも、障害のある人が安心して生活できるように

生産活動が減収になった事業所で働く
障害のある人に、国として工賃の補償をイ

日額払い制度をあらためて、
安定した事業運営が
できるように

ウ

 福祉現場の支援者は、感染の不安
を抱えながらも、障害のある人たちを
支えるために感染対策を講じながら
支援を続けてきました。しかしながら、
福祉現場で働く人の給与は、一般労
働者の平均賃金と比べると約10万
円も低い状況です。福祉の仕事が長
く続けられるように、報酬（公費）を引
き上げるべきです。

  「不良な子孫の出生を防止する」ために、1996 年まで続いた優生保護法により、強制不妊手術や人工妊娠中絶を受けさせ
られた障害のある人がたくさんいます。2020 年 10 月現在、全国７地裁・２高裁で 25 人の原告が裁判をたたかっています。
国は、2019 年４月に「一時金支給法」をつくりましたが、内容は不十分な点が多く、被害にあった人たちの人権回復にふさわ
しい法律にあらためる必要があります。この法律の中には、国が優生手術等についての調査をすることが規定されているため、
被害者の立場に立った検証を求めています。

65歳を超えても、必要な支援を自ら選んで利用できるように

被害者 場

65歳3.
  障害者総合支援法では、65 歳あるいは特定疾病になると、障害福祉サービスよりも介護保険を優先して使わ
なければならないと定められています。障害のある人は、介護保険に移行するとそれまで使っていた支援が使え
なくなったり、新たに利用料を負担しなければならなくなったりします。65 歳になっても、本人の希望にそって必要
な支援を選んで利用できることを求めています。

　生産・創作活動、交流の機会を提供
し、障害のある人たちにとって欠かせな
い存在となっている「地域活動支援セ
ンター」。その運営は市町村に委ねられ
ているため運営費は低く、自治体間格
差もひろがっています。コロナ関連の助
成・取扱い等の対象から外れているこ
とも多いため、他事業所と同様に国と
して対策を講じることを求めています。

労働条件を改善して、
福祉に携わる人が安心して
働き続けられるように

エ 国の責任のもとで、地域活動
支援センターへの対策をオ

大きく影響する
41.8%

影響する
42.1%

あまり影響しない
10.5%

まったく影響しない
1.6% その他 4.0% コロナ禍（今後も含め）の賃金・工賃への

影響はどれくらいあると思うか？

  きょうされんの調査では、コロナの影響で７割以上の事
業所で生産活動が減収となり、約６割の事業所で障害
のある人の工賃を減額せざるを得ない状況がわかりまし
た。今後も影響が続くため、国として工賃の補償を求めて
います。

 現在、事業所への報酬（公費）は、
１日ごとの利用者数によって決まる
日額払いです。コロナの感染不安や
体調不良で利用者が減ると、報酬
減となってしまいます。以前のような
月額払いに戻し、安定した運営を保
障すべきです。
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2021年２月 12日 

きょうされん 

＜第２回＞新型コロナウイルスの影響に関する 

生産活動・利用者工賃実態調査 
 

新型コロナウイルス感染症の拡大が、作業所等の生産活動ならびに働く障害のある人の工賃に負の

影響を与えていることは、前回調査（調査月 2020 年４～６月／実施 2020 年７月）で明らかになった。影

響は長期に及ぶと見込まれることから、きょうされんは追跡調査していくことを決定し、この度、2020 年

10 月を調査月として「第 2 回新型コロナウイルスの影響に関する生産活動・利用者工賃実態調査」を実

施した。 

10 月は比較的全国の感染者数が低い数値にあり、街に人の流れも戻ってきた時期であった。作業所

等の生産活動においても前回調査に比べて、回復の兆しが見えるところもある。しかしながら、その後、

冬場にかけて第３波と言われるように全国で感染者が急増し、2021 年１月８日以降、11 都府県で緊急

事態宣言が発令されたことで、再び作業所等における生産活動に深刻なダメージがあったことは想像に

難くない。実際、調査担当者が１月に電話で調査内容の確認をした際に「今はまた悪くなってきている」と

いう声が多く寄せられた。 

加えて、前回調査時は「未知のウイルスにどう対応すべきか」という混乱にも似た不安感が調査回答

の端々に見受けられたが、本調査においては「コロナ危機の中、どうやって生産活動にとりくんでいくか」

というより具体的な課題や悩みと、そんな中でとりくみを模索する様子が多く見られた。 

きょうされんは、本調査結果を当面の要望活動等に生かしていくとともに、次回は 2021 年４月時点の

生産活動・利用者工賃の実態について調査する予定である。 
 

 

 

 

 
 
 

 

１． 依然として…66％もの事業所で生産活動が減収に 
 調査に回答した 568 カ所のうち、前年同月と比較し、2020 年 10月の作業収入額が減収となった事業

所は 376カ所（66.2％）だった。前回調査では、４月が 429カ所（73.6％）、５月が 464カ所（79.6％）という結

果となっており、割合はわずかに減ったものの、依然として 66％もの事業所で生産活動が減収の状況に

あることがわかった。 

減収額の平均は、-153,727円（最大値-1,765,461円） 

で減収率 22.1％だった。前回調査での４月-245,435円 

（最大値-3,538,059円）減収率 32.5％、５月-317,640円 

（最大値-5,366,410円）減収率 36.6％と比較すると、各事 

業所の努力と工夫により一定の改善が見られるものの、 

２割以上の減収が続いている状況は深刻だと言える。 

事業種別ごとで集計したところ、減収率の平均はいずれ 

報 告 

【調査概要】 

○調査実施 きょうされん（きょうされん就労支援部会） 

○期間 2020年 12月１日～2021年１月７日 

○回答総数 568カ所 

 就労継続支援Ａ型 15 カ所、Ｂ型 323カ所、就労移行支援 12カ所、 

生活介護 171 カ所、地域活動支援センター41 カ所、その他６カ所 

就労Ａ型

15

就労Ｂ型

323

就労移行

12

生活介護

171

地活セ

ンター

41

1,706,407

909,435

410,813

171,878

1,344,325

726,331

291,288

117,230

就労Ａ型 就労Ｂ型 生活介護 地活センター

2019年平均

2020年平均

2019年10月と2020年10月の作業収入額（平均）
（円） 
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も２割を超えているが、注目すべきは、前回調査でも一層深刻な数字が見えていた生活介護と地域活動

支援センターの減収率である。前回調査ほどではないものの、減収率は生活介護が 29.1％、地域活動支

援センターが 31.8％と、ともに約３割にのぼっており、障害の重い人が多い、あるいは経営基盤が脆弱な

ことから、生産活動にもダメージを受けやすいことがわかる。 
 

【2019年 10月と 2020年 10月の作業収入額（平均）の比較】 

 
10月 

減収事業所 2019年平均 2020年平均 減収額平均 減収率平均 

就労継続支援Ａ型 10 カ所 （66.7％） 1,706,407 円 1,344,325 円 -362,082 円 21.2％ 

就労継続支援Ｂ型 208 カ所 （64.4％） 909,435 円 726,331 円 -183,105 円 20.1％ 

生活介護 115 カ所 （67.3％） 410,813 円 291,288 円 -119,525 円 29.1％ 

地域活動支援センター 29 カ所 （70.7％） 171,878 円 117,230 円 -54,649 円 31.8％ 

全体 （その他事業含む） 376 カ所 （66.2％） 696,375円 542,648円 -153,727 円 22.1％ 
 

（※前回調査） 【2019年４月・５月と 2020年４月・５月の作業収入額（平均）の比較】 

 

４月 ５月 

減収 

事業所 

2019 年 

平均 

2020年 

平均 

減収額 

平均 

減収率 

平均 

減収 

事業所 

2019年 

平均 

2020年 

平均 

減収額 

平均 

減収率 

平均 

就労継続 

支援Ａ型 

19 カ所 

（82.6％） 
1,886,392 円 1,103,287 円 -783,105円 41.5％ 

20 カ所 

（87.0％） 
2,000,334 円 1,365,723 円 -634,610円 31.7％ 

就労継続 

支援Ｂ型 

244 カ所 

（73.7％） 
989,284 円 700,551 円 -288,733円 29.2％ 

270 カ所 

（81.6％） 
1,154,382 円 742,456 円 -411,925円 35.7％ 

生活介護 
117 カ所 

（72.7％） 
313,297 円 182,371 円 -130,926円 41.8％ 

123 カ所 

（76.4％） 
341,056 円 191,782 円 -149,274円 43.8％ 

地域活動 

支援センター 

44 カ所 

（73.3％） 
159,970 円 78,249 円 -81,721円 51.1％ 

47 カ所 

（78.3％） 
146,301 円 55,291 円 -91,010円 62.2％ 

全体 

（就労移行支援含む） 

429 カ所 

（73.6％） 
754,743 円 509,308 円 -245,435円 32.5％ 

464 カ所 

（79.6％） 
868,295 円 550,656 円 -317,640円 36.6％ 

 

 

２． どの作業種目でも引き続き減収傾向 
 事業所でとりくんでいる作業種目の中で、コロナ禍以前一番売上の多かった種目を回答してもらい、作

業収入の減収状況についてクロス集計を行なった（※減収した種目が必ずしも一番売上の多い種目ではない可能性

もあることに留意）。 

まず、前提としておさえておく必要があるのは、前回調査と共通することだが、減収事業所の割合が５

割を超えている作業種目がほとんどであり、特定の作業種目に限定されない大きな影響が引き続き出て

いることである。これは、全国の事業所が貴重な販路としている各種イベントの中止・縮小の影響が大き

い。顔を合わせて販売するスタイルを取っている事業所が多く、「障害のある人たちへの感染対策をしな

がら実施すること自体が困難」という声も多く寄せられた。そして、各企業の経営状況も悪化しているため、

そこからの受託作業や、仕入れなども大幅に減少していることも要因だと考えられる。 

とくに影響が大きかった作業種目について下記のように表にした。「印刷」は８割が減収となっているが、

発注先である企業が経費を削減していることなどが考えられる。「食品加工」は、元々とりくみ事業所数が

多いこともあるが、減収事業所数が 112カ所と一番多く、前回調査でも影響が大きかったことから、ほぼ状

況は改善されていない。「お店」についても、飲食等における飛沫感染が大きく報道される中、客足が遠の

き、感染対策をしながらの営業にも限界があることがわかる。「創作・アート活動」が減収額・減収率（平均）

で見ると影響が大きいが、「工業製品」「手工芸品」「オリジナル雑貨」等も同様で、先述した各種イベント
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の中止・縮小に加えて、コロナ危機の中、新たな販路の創出が難しいことも原因に考えられる。 

一方、前回調査と比較すると、「清掃」が上位には入っていない。これは、調査した 10月という時期には

感染が一定おさまり、清掃先の各施設等が再開したことが要因と考えられる。 
 

【10月の作業収入減収と作業種目のクロス集計（数字が大きい順から６種目）】 

 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

10月 

減収事業所割合 

（減収箇所数） 

印刷 

80.0％（4 カ所） 

クリーニング 75.0％（3 カ所） お店 

73.8％（31 カ所） 

施設外就労 

71.4％（20 カ所） 

食品加工 

67.9％（112 カ所） 工業製品［ふきん製造等］ 75.0％（3 カ所） 

減収額・平均 
その他 

-229,423円 

創作・アート活動 

-223,650円 

お店 

-219,877円 

農業 

-209,649円 

印刷 

-203,058円 

食品加工 

-199,949円 

減収率・平均 
創作・アート活動

61.4％ 

手工芸品 

42.3％ 

廃品回収 

32.5％ 

オリジナル雑貨 

30.1％ 

農業 

28.5％ 

軽作業・下請け 

24.2％ 

＜作業種目カテゴリー＞農業、食品加工、清掃、クリーニング、軽作業・下請け、手工芸品［木工、陶芸、縫製等］、工業製品［ふきん製造等］、創

作活動［アート活動］、オリジナル雑貨製作、お店、印刷、施設外就労、廃品回収、その他  

（※前回調査）【４月・５月の作業収入減収と作業種目のクロス集計（数字が大きい順から６種目）】 

 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

４月 

減収事業所割合 

（減収箇所数） 

創作・アート活動 

100％（3 カ所） 

お店 

94.9％（37 カ所） 

食品加工 

81.9％（131 カ所） 

清掃 

78.6％（22 カ所） 

その他 

77.5％（55 カ所） 

廃品回収 

73.9％（17 カ所） 

減収額・平均 
印刷 

-867,087円 

クリーニング 

-532,489円 

清掃 

-379,283円 

お店 

-361,756円 

食品加工 

-293,558円 

その他 

-242,813円 

減収率・平均 
軽作業・下請け 

46.3% 

お店 

42.8% 

創作・アート活動 

42.7％ 

印刷 

42.6％ 

清掃 

38.9％ 

手工芸品 

35.1％ 

５月 

減収事業所割合 

（減収箇所数） 

お店 

94.9％（37 カ所） 

食品加工 

89.4％（143 カ所） 

その他 

83.1％（59 カ所） 

施設外就労 

81.8％（18 カ所） 

クリーニング 

80.0％（8 カ所） 

軽作業・下請け 

77.6％（118 カ所） 

減収額・平均 
クリーニング 

-719,806円 

印刷 

-635,187円 

清掃 

-515,651円 

お店 

-453,570円 

食品加工 

-413,117円 

その他 

-394,626円 

減収率・平均 
お店 

53.1% 

オリジナル雑貨 

49.1% 

手工芸品 

47.1% 

清掃 

46.7% 

印刷 

40.4％ 

食品加工 

39.6％ 

＜作業種目カテゴリー＞ ※上記と同じ 

 

３． 収入回復「見通しもてない」「わからない」が６割以上 
収入減の事業所に「前年あるいはここ数年レベルの収入に戻るまでにどれくらいかかるか」を聞いたと

ころ、「半年程度」が 2.8％（12 カ所）、「１年程度」が 12.7％（55 カ所）、「２～３年」が 14.8％（64 カ所）となっ

た。前回調査では、「半年程度」が 6.7％、「１年程度」が 15.9％、「２～３年」が 7.6％だったため、短期間で

収入が戻る見通しを持っている事業所の割合が減っていることがわかる。 

また、現段階では「全く見通しがもてない」と答えた事業所が 31.9％（138 カ所）、「わからない」と回答し

た事業所も 28.7％（124 カ所）あり、合わせると６割を超えた。これは前回調査とほぼ同様の割合であり、

前回調査から半年が経過した中においても、いつ作業収入が回復するのか見通しが持てず不安を抱え

続けている事業所が非常に多いことが見えてきた。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

半年

程度

6.7% １年程度

15.9%

２～３年

7.6%

全く見通しが

もてない

31.3%

わからない

31.7%

その他

6.8%

（回答箇所数 511） 

半年程度

2.8%
１年程度

12.7%

２～３年

14.8%

全く見通しが

もてない

31.9%

わからない

28.7%

その他

9.0%

（回答箇所数 432） 

【今回】 【前回】 
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４． 収入確保のために、ほとんどの事業所が対策実施中 

 収入確保のためにどのような対策を行なっているかを聞いた（複数回答可）ところ、一番多かった回答は、

「販売方法の工夫」の 233カ所（41.3％）、次に「新たな作業を開始」の 220カ所（39.0％）、「営業の工夫」の

167 カ所（29.6％）、「経費節減などの工夫」の 137 カ所（24.3％）、「作業効率の工夫」の 109 カ所（19.3％）

と続いた。「対応を検討中」という事業所も 130カ所（23.0％）あった。 

「特に対策は考えていない」は 45 カ所（8.0％）に留まり、ほとんどの事業所が収入確保のために何らか

の対策を講じていることがわかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 具体的な対策について聞いたところ、切実かつ多様な声が多く寄せられた。到底すべては掲載しきれな

いため、一部を下記に列挙するが、障害のある人たちの仕事や所得、生活や生きがいや誇りを守るため

に、各事業所による変化への必死の対応が見えてくる。 
 

■「新たな作業を開始」 

マスクの作成、製菓から清掃へ、レストランのテイクアウト・お弁当導入、農作業への参画、自主製品か

ら下請け作業へ、「きょうされん自動販売機」の導入など、試行錯誤の新たなとりくみが報告されている。 
 

【「新たな作業を開始」についての全国からのコメント】 

・布マスクの作成、委託販売先を増やした、店舗と店頭販売にてチラシを配布。（愛知県/就労 B型） 

・施設外就労の作業において新規作業をもらえるよう交渉する等の工夫をした。（福島県/就労 B型） 

・新たな内職仕事を始めたが報酬が低く手間を考えると合わない。しかし少しでも収入減を補うためには仕方がな

い。（愛知県/生活介護） 

・製菓にこだわらず清掃など確実な収入を確保できる作業を行っている。（神奈川県/地域活動支援センター） 

・新規内職受注、農福連携の検討、手作りマスクの販売、除草機導入検討。（石川県/生活介護） 

・新たにガスメーターの解体作業を取り入れた。（北海道/就労 B型） 

・お弁当やマスク・エコバッグの製造販売。（東京都/就労 B型） 

・施設外就労で農作業の手伝いに行く。室内でできる作業で、農産物の袋入れの作業を始めた。（愛知県/就労 B

型） 

・下請け業者を開拓し、自主製品作りをしていた利用者に下請け作業に入ってもらった。（東京都/就労 B型） 

・レストランを休止し、弁当販売に切り替え。（千葉県/就労 B型） 

・マスクの封入作業（下請け）の取り組み。（大阪府/生活介護） 

・ホテル等での売上が下がっている分、保育園給食などでパンを使ってもらえるように道産小麦を使ったパンの製

品開発。（北海道/生活介護） 

・ボールペンやシャープペンの組み立てや解体作業という下請けを増やし工賃の確保を行った。（埼玉県/生活介

護） 

・コロナ禍により、中学校の消毒作業が週 3回始まりました。（北海道/就労 B型） 

233

220

167

137

109

29

130

45

0 50 100 150 200 250

販売方法の工夫

新たな作業を開始

営業の工夫

経費節減などの工夫

作業効率の工夫

その他

対策を検討中

特に対策は考えていない （回答箇所数 564/複数回答可） 
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・R2.4 月よりきょうされんに加盟し、夏季に引き続き、「冬季販売事業」に取り組んだ。また、「きょうされん自動販売

機」を導入した。（秋田県/就労 B型） 

・会議、イベント、販売会中止に伴いお菓子の注文が軒並みキャンセルとなったため、賞味期限のないオリジナル

雑貨制作に力を入れ、利用者の方の製作活動がなくならないようにした。また、インスタグラムも開設し作品を

発信するなどしている。（神奈川県/生活介護） 

・新型コロナウイルス感染予防に向けての、手作りマスクや、マスクケースなど、世の中のニーズに合った商品の

開発・販売。（千葉県/就労 B型） 

・「おうち時間」充実のためのちょっとこだわりのレトルト商品の製造に着手しています。（和歌山県/就労 B型）  

■「販売方法の工夫」「営業の工夫」 

人が集まる場所こそ商品販売の機会であり、多くの人とのつながる場所。しかし、人との出会い、お客さ

んとの接点が次々となくなり、商品が売れなくなり仕事がなくなった。今までのお客さんとの関係をどうやっ

て回復するか、新しいお客さんとの接点をどうやって作っていくか、さまざまなとりくみが届いている。 
 

【「販売方法の工夫」・「営業の工夫」についての全国からのコメント】 

・訪問販売の行動範囲を狭めたが、町内で販売する回数を増やした。（北海道/就労 B型） 

・営業については、団地や住宅へのポスティングなど位置づけを強化している。（愛知県/就労 B型） 

・販売方法として、対面販売から注文販売への移行を進めている。（熊本県/就労 A型） 

・注文販売、地域新聞店のクーポンや商工会のチラシを活用した宣伝。（長野県/就労 B型） 

・地域のイベント、まつり等での対面ブース販売に依存していた販売手段から、ネット通販の有効利用など対面販

売を行わなくても販売が可能な販路を開拓している。（東京都/就労 B型） 

・対面販売や外出をひかえて、電話かけ等で商品注文を受け付けるなど工夫。（鹿児島県/生活介護） 

・対人販売を中心にしていたが、ウェブ販売ができるようにした。（大阪府/就労 B 型） 

・他事業所と協力してカタログ販売を行った。（大阪府/生活介護） 

・出張販売から受注販売への方針変更。定期便（２週に１回）という形で商品を販売。（神奈川県/生活介護） 

・自宅への弁当やオードブルなどの配達や営業。（神奈川県/就労 B型） 

・自主製品の営業を地域周りで展開、ウェルネットなごやへの商品のアップ、インスタグラムのアカウントを開設し

SNSを使った商品の宣伝。（愛知県/就労 B型） 

・外部販売等が半減。新店舗をつくり地域密着型の３店舗化に着手。（北海道/就労 A型） 

・YouTubeチャンネルでの宣伝の強化。（静岡県/就労 B型） 

・パンの訪問販売をしているが、３月より毎週金曜日にパンの製造所前でテントを張り、屋外でパンの販売を行っ

た。近所の方や常連になってくれたお客様もいて現在も続けている。（和歌山県/就労 B型） 

・ネット通販サイトや、SNS を通じての販売。（広島県/就労 B型） 

・テイクアウト(弁当・惣菜販売)商品の営業等。（広島県/就労 B型） 

・コロナでイベントがない、販売先の拒否などで売上がダウン。手数料が高い産直市に出している。（徳島県/就労

B型） 

・職員の仕事は多いがネット販売での注文品を多く受けられるようにしている。（北海道/就労 B型） 

・近くの郵便局に販売所を設置し、製品をおいていただき販売に協力していただいている。（愛媛県/就労 B型） 

・デリバリーとして物品の一覧表を作り、つながりのある人や団体に配布し、受注、配達する。（東京都/就労 B型） 

・販売機会を増やすため、事業所の１F外デッキで販売を開始した（毎日）。（千葉県/就労 B型） 
 

■「作業効率の工夫」・「経費削減などの工夫」 

生産活動収入が激減した状況の中では、「経費の削減」や「作業の効率化」も重要な課題になっており、

各事業所のたゆまない努力が報告されている。 
 

【「作業効率の工夫」・「経費削減などの工夫」についての全国からのコメント】 

・単価の低い作業の数を減らし、単価の高い作業にみんなが取り組めるよう、作業分担と個々のスキルアップに

取り組んでいる。（和歌山県/就労 B型） 

・ストップしていたクッキーの事業や、所内作業も密にならないように工程やシフトを工夫し、システムを作り、取り

組む。（東京都/就労 B 型） 
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・大量仕入れと業者の選定で経費削減。（大阪府/就労 B型） 

・太陽光発電を取入れ、光熱費の削減や共同受注への取り組みを行っている。（熊本県/就労 A型） 

・経費削減でエアコンの設定温度等、細かな節電を取り組んでいます。（東京都/生活介護） 

・就労支援との按分となる水光熱費の契約の見直し。（滋賀県/生活介護） 

・完全予約販売を行い材料が残らないように発注を行っています。（和歌山県/就労 B型） 

・農業用資材を昔ながらの自然の物（竹、藁、麻等）で代用しコスト削減。（長崎県/就労 B型） 

 

５． ６割以上該当せず…「生産活動活性化支援事業」 
「生産活動活性化支援事業」は就労継続支援事業を対象とし、生産活動が前年同月比で 50％以上減

少していること、または連続する３カ月の収入が 30％以上減少していることが要件になっている。 

「生産活動活性化支援事業」に申請したかを聞いたところ、就労継続支援事業 A 型・B 型 318 カ所から

回答があり、その中で「申請し補助金が交付された」は 22 カ所（6.9％）に留まった。「現在申請中」28 カ所

（8.8％）と、「今後申請をする予定」18カ所（5.7％）を加えても、

補助金を受給できるのは僅か２割程度だった。「要件に該当

しなかった」が 197カ所（61.9％）もあることも踏まえ、受給要件

のハードルが非常に高いことが明らかとなった。また、「要件

には該当するが申請しなかった」という事業所も 20 カ所

（6.3％）あり、日々の事務作業に忙殺され、そこまで手が回ら

ない事業所も少なくない実態が浮かび上がった。 

なお、「生産活動活性化支援事業」の補助金が交付された

（または交付予定の）事業所に、その使い道について聞いた

ところ、「既存作業の機材購入や設備メンテナンス等」が 13 カ所、「生産活動に必要な固定経費等」が 12

カ所、「通信販売、宅配、ホームページ制作等の販路拡大」が６カ所、「新規の生産活動に関する費用」が

４カ所という結果となった。 
 

■ 「生産活動活性化支援事業」についての意見 （※事業種別にかかわらず回答いただいた） 

・今回の実態調査で初めて「生産活動活性化支援事業」というものがあることを知った。ネットで調べても分かりや

すい説明のものがなかったので、もっと周知してあれば良い。（東京都/就労 B 型） 

・上限 50 万円では、到底賄いきれない程の収入減であり、上限額をあげてほしい。また一時的なものではなく、継

続的に支給される形にしてほしい。（北海道/就労 B型） 

・受注品などの入金はまとめて入ってくるので、月ごとの差が大きく、年間を通した支援事業にしていただきたい。

（京都府/就労 B型） 

・交付の要件が厳しい。当事業所の場合収入減にはなっているが、３か月連続で 30％以上の減にはならない（20

～25％くらい減）。（広島県/就労 B型） 

・生産活動の実施に必要な経費の補助金だけではなく、利用者の工賃補填にも対応できる支援を望みます。（大

阪府/生活介護） 

・県からまだ正式な申請が届いていない。（滋賀県/就労 B型） 

・申請するにあたり書類作成が複雑で大変。（和歌山県/就労 B型） 

・申請期限が短く検討する時間が足りなかった。（埼玉県/就労 B型） 

・生産活動を行っている生活介護事業や地域活動支援センターを加えるべき。（大阪府/就労 B型） 

・多機能の事業所で仕事も協力しながら取り組んでおり、一方の事業だけにしか対応できない事業はおかしい。

（兵庫県/生活介護） 

 

６． 約半数もの事業所で工賃が減額に 
回答した 568 カ所のうち、前年同月と比較し、2020 年 10 月の賃金・工賃額が減額となった事業所は

補助金

交付

6.9%

現在

申請中

8.8%

今後申請予定

5.7%

要件該当しない

61.9%

要件該当する

が申請しない

6.3%

その他

10.4%
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269 カ所（47.4％）となった。減額の平均は、-1,784円（最大値-15,084円）で減額率 14.4％となった。 

前回調査では、５月の賃金・工賃額が減額となった事業所が 378カ所（64.8％）、６月が 331カ所（56.8％）

といずれも６割程度となっており、減額の平均は、５月が-3,160円（最大値-27,060円）で減額率 21.3％、６

月は-3,300円（最大値-33,737円）で減額率 21.8％という結果だった。 

賃金・工賃額が減額となった事業所の割合、減額の平均額と減額率、いずれも５月・６月と比較すると

各事業所の努力と工夫により改善の傾向が見えるが、それでも約半数の事業所が賃金・工賃を減額せざ

るを得ない状況が続いている。加えて、前述したように生産活動の減収率平均（全体）が 22.1％と２割以

上であるにもかかわらず、工賃の減額率平均（全体）は 14.4％となっており、各事業所が工賃変動積立金

の取り崩しや自立支援給付を充てることで何とかして工賃保障をしている状況ではないかと考えられる。 

就労継続支援 B 型では、前回調査で工賃額の減額平均が５月-3,800 円、６月-3,819 円といずれも

4,000円近い減額があったが、本調査の 10月では-1,797円と前回の半額程度となった。それでも、ただで

さえ少額である約 15,000 円の月額工賃から 2,000 円ほども

マイナスされてしまうことで、例えば、障害基礎年金等とも合

わせながらグループホーム等で生活を営む障害のある人た

ちの生活がより厳しいものになっていることは間違いない。 

さらに、生活介護では-1,541 円、地域活動支援センターで

は-1,822 円という減額平均となっており、そもそもの平均工

賃額が 5,000～6,000 円程度だと考えると、減ってしまった額

の重みは計り知れない。地域活動支援センターでは、10 月

の工賃減額平均の減額率は、33.1％となっており、３割以上

の工賃減額になってしまっていることがわかる。 
 

【2019年 10月と 2020年 10月の賃金・工賃額（平均）の比較】 

 
10月 

減額事業所 2019年平均 2020年平均 減額平均 減額率平均 

就労継続支援Ａ型 4 カ所 （26.7％） 84,822 円 80,370 円 -4,452 円 5.2％ 

就労継続支援Ｂ型 149 カ所 （46.1％） 15,220 円 13,423 円 -1,797 円 11.8％ 

生活介護 84 カ所 （49.1％） 6,160円 4,619円 -1,541 円 25.0％ 

地域活動支援センター 22 カ所 （53.7％） 5,508円 3,686円 -1,822 円 33.1％ 

全体 （その他事業含む） 269 カ所 （47.4％） 12,351 円 10,568 円 -1,784 円 14.4％ 
 

（※前回調査）【2019年５月・６月と 2020年５月・６月の賃金・工賃額（平均）の比較】 

 

５月 ６月 

減額 

事業所 

2019年 

平均 

2020年 

平均 

減額 

平均 

減額率 

平均 

減額 

事業所 

2019年 

平均 

2020 年 

平均 

減額 

平均 

減額率 

平均 

就労継続 

支援Ａ型 

11 カ所 

（47.8％） 
79,840 円 73,088 円 -6,752円 8.5％ 

8 カ所 

（34.8％） 
92,301 円 84,192 円 -8,109円 8.8％ 

就労継続 

支援Ｂ型 

218 カ所 

（65.9％） 
17,170 円 13,370 円 -3,800円 22.1％ 

190 カ所 

（57.4％） 
17,552 円 13,733 円 -3,819円 21.8％ 

生活介護 
97 カ所 

（60.2％） 
7,010円 5,325円 -1,685円 24.0％ 

93 カ所 

（57.8％） 
7,483円 5,335円 -2,148円 28.7％ 

地域活動 

支援センター 

48 カ所 

（80.0％） 
4,860円 2,510円 -2,350円 48.4％ 

39 カ所 

（65.0％） 
5,924円 3,332円 -2,593円 43.8％ 

全体 

（就労移行支援含む） 

378 カ所 

（64.8％） 
14,844 円 11,684 円 -3,160円 21.3％ 

331 カ所 

（56.8％） 
15,126 円 11,826 円 -3,300円 21.8％ 

5.2%

11.8%

25.0%

33.1%

就労Ａ型 就労Ｂ型 生活介護 地活センター

2019年 10 月と 2020年 10月の 

賃金・工賃の減額率平均 
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７． ８割の事業所が今後も含めた工賃への影響を懸念 
長引くコロナの影響で、作業収入額が減収となっていても、利用者の生活を守るために多様な収入確

保の手立てを講じながら、賃金・工賃を下げずにあるいは減額幅を最小限に対応している事業所も少なく

ない。 

そのため、今後も含めたコロナ危機の賃金・工賃への影響はどれくらいあるかについて聞いたところ、

「大きく影響すると思っている」と答えたのが 218 カ所（38.4％）と、「影響すると思っている」が 236 カ所

（41.5％）あり、合わせると約８割の事業所が影響を懸念していることがわかった。前回調査でも「大きく影

響すると思っている」「影響すると思っている」をあわせて約８割となっており、状況に好転が見られないこ

とに加え、第３波の影響等でこれがさらに悪化することが懸念される。 

一方、「あまり影響しないと思っている」は 59 カ所（10.4％）、「まったく影響しないと思っている」は 16 カ

所（2.8％）に留まり、これらの傾向も前回調査と大きな違いはなかった。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８． 具体的な問題や悩みが数多…各事業所の“声” 
自由筆記欄には、新型コロナウイルス感染への不安は拭えないものの、それを通り越して、このコロ

ナ危機の中で、どう事業所を運営し、生産活動にとりくみ、工賃を保障していけばいいのかという具体的

な問題や悩みが多く書き込まれていた。 
 

・賃金・工賃が減るということは、日ごろの仲間たちの仕事の確保ができなくなることにつながる。毎日、生き生きと

働ける環境がどこまで保障できるのか不安である。（広島県/就労 B型） 

・毎月、作業の売り上げや工賃決定の際、祈るような気持ちです。バザー頼みの売り上げでしたが、バザーはす

べて中止になりました。売り上げだけでなく、仲間がお客様と直接やりとりすることで作業のモチベーションにも

なっていたので残念です。新しい方法を模索する必要性を感じていますが、他の事業所との情報交換もなかな

か進まないので、悩みどころです。（広島県/生活介護） 

・当事業所で感染者が出た場合に、風評被害等によるさらなる売上減少が不安。（宮城県/就労 B型） 

・19年続いたレストラン事業を継続させていきたいが見通しが持ちきれない。（京都府/就労 A型） 

・事業所内で感染が発生した場合、休業がやむを得なくなります。就労支援事業の収入が減少するかもしれない

不安が常にあります。不安を解消するため、十分な感染予防を行っています。それでも毎日が不安です。このよ

うな悩みは当事業所だけではないと思います、全国の仲間と分かち合い明るい未来を語ることができると嬉し

いですね。（滋賀県/就労 B型） 

・実際にクラスターが発生した等があり、その困難を乗り越えた実例を知る機会があると、ある程度の見通しが持

て、不安が軽減されると思う。（北海道/就労 B型） 

・いつまでこの様な状況が続くか不安。いくつかの事業所で感染しているが、安心の為にも PCR 検査はその事業

所を利用する全員を対象にして欲しいと思う。（神奈川県/就労 B型） 

・生活介護事業所ですが、やはり工賃の見直しは必要になってきていることと、昨年度より仲間のボーナス支給額

を減らさざるを得ない状況です。我々もそうですが、ボーナスを楽しみにされていて減ると言う事実はとても残念

でモチベーションも下がることだと思っています。（愛知県/生活介護） 

・我々の事業所では、高齢のお客様への販売・宅配が多くあります。そのため、今後の感染状況の悪化や、事業

大きく影響する

39.8%

影響する

40.0%

あまり影響しない

9.9%

まったく影響し

ない 1.5%

わからない

5.0%

その他

3.8%

（回答箇所数 583） 

大きく影響する

38.4%

影響する

41.5%

あまり影響しない

10.4%

まったく影響し

ない 2.8%

わからない

2.1%

その他

4.8%

（回答箇所数 568） 

【今回】 【前回】 
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所でコロナが発生した時の風評被害等が懸念されます。今は、何とか工賃を支給することができていますが、

緊急事態宣言時にはかなりの収入減で、今後の工賃支給ができるかできないかの瀬戸際の状況もありました。

何とか販売を工夫して今後も工賃が減額にならないよう努めてまいりますが、それでもコロナが続くかぎり不安

は消えないと思います。政府の対策についても入所施設・グループホームに限定した PCR検査の実施など、通

所施設の安心が確保できない状況となっています。事業所として利用者さんへの感染対策は実施していますが、

ご本人一人ひとりの感染に対する意識やマスクの着用はストレスをためるだけです。政府にはもっと具体的な

対策を強く望み一日でも早く以前の活動にもどれることを願っています。（東京都/生活介護） 

・工賃支給額が運営に大きく影響する為、運営上先が全く読めない。従業員解雇の恐れもあり。（神奈川県/就労

B型） 

・コロナ禍で、職員は通常の給料体系を維持できるのに何故利用者には生産活動の中からしか工賃にあてられ

ないのでしょうか？コロナにより制度設計の歪みが明確になりました。弱者にしわ寄せが来ない制度にしていた

だきたく思います。（北海道/就労 B型） 

・利用自粛日（在宅ワーク）も出勤したとみなして給与支払いしている分は、施設負担です。販売や清掃活動など

すべての作業の収益に、落ち込みが出ないよう職員が作業を行っています。長く続くことで、施設と職員の負担

が増えてしまいます。（大阪府/就労 B型） 

・利用者の豊かな生活（工賃を得る喜び）を保障するため、作業収入は大幅に減少しましたが、工賃は規定通り支

給しました。今後も減収が続くと、工賃積み立ての取り崩しや工賃額の見直し等大きな影響が考えられるため、

不安が大きい。（大阪府/就労 B型） 

・利用者だけでなく、職員の出勤も不安定で授産製品の作製にも影響が出ている。販売の機会も失われる中で、

今後の見通しが持てない。その状況下でもできることは何か、を考え続けていく必要があるが、不安が大きい。

（大阪府/生活介護） 

・この間の減収により、利用者の毎月の工賃は下がることなく何とか出せていますが、ボーナスについてはこの冬

は出せませんでした。この状況がエスカレートすると毎月の工賃にまで影響が及びそうで不安です。（三重県/

就労 B型） 

・４・５月分の減収を補填出来ないままにきているので工賃支払いが非常に厳しい。（福岡県/就労 B型） 

・基礎疾患のある方が多く、常に感染予防の意識をもって支援をしており、気が休まらない。前半期に受注を多く

もらっていたが、後半期も同じようにとはならないし、注文の先取りになっているようで 1 年を通さないと先が見

通せない。（京都府/生活介護） 

・当事業所は前月収益分配ではなく、工賃規定により収入にかかわらず基本給の支給となっているため、今年度

月々の利用者の工賃変動はありません。ただ、緊急事態宣言前後 3か月の収入減、コロナによる仕事減（委託

清掃が今年度なくなった）などあり、今年度単独では収支は赤字になる予想で、活性化支援事業を受けて、そ

の赤字が多少少なくなる見通しです。また、工賃規定上、前年度余剰分を次年度夏季賞与として支払う（冬季

は前期収益より支給）こととしているため、赤字決算であれば次年度の賞与財源がないこととなり、今年度も賞

与については厳しい中、さらに次年度の利用者賞与については、これまでよりかなり厳しい見通しとなっていま

す。（東京都/生活介護） 
 

＜きょうされん全国事務局＞ （担当：松本尭久） 

〒164-0011東京都中野区中央 5-41-18 東京都生協連会館 4F 

TEL 03-5385-2223 FAX 03-5385-2299 E-mail zenkoku@kyosaren.or.jp 

【団体紹介】 
 

きょうされん（旧称：共同作業所全国連絡会）は、1977年に障害のある人たちの願いをもとに、16 カ

所の共同作業所によって結成されました。現在は、就労系事業をはじめ、グループホームや相談支援

事業所など、障害のある人が生きていく上で関わるすべての事業を対象としており、約 1,870 カ所の

会員（加盟事業所）により構成されています。 

調査・要望活動に加えて、事業活動、広報・出版・情報活動、国際交流、各種研修会など、障害の

ある人が「あたりまえに働き えらべるくらし」の実現に向けて幅広い活動を行なっています。 

mailto:zenkoku@kyosaren.or.jp


厚労省HP等をもとに きょうされん作成　7/5/2021　2:13 pm

被害者数・優生保護法の実名が明らかになっている被害者数・相談件数・請求受付件数・認定件数

同意なし 同意あり

北海道 2,593 631 1,339 509 92 85 （ 65 ）

青森県 206 269 11 26 7 5 （ 5 ）

岩手県 284 194 0 26 3 1 （ 1 ）

宮城県 1,406 338 1,377 330 101 100 （ 52 ）

秋田県 97 235 14 195 21 21 （ 21 ）

山形県 445 185 112 72 39 34 （ 26 ）

福島県 378 141 117 198 21 19 （ 15 ）

茨城県 54 97 44 69 43 36 （ 30 ）

栃木県 254 29 0 32 9 6 （ 5 ）

群馬県 21 108 25 54 7 5 （ 5 ）

埼玉県 405 47 374 118 18 13 （ 13 ）

千葉県 174 85 351 43 12 9 （ 6 ）

東京都 483 131 28 176 33 18 （ 18 ）

神奈川県 420 182 138 93 18 14 （ 12 ）

新潟県 267 149 8 57 17 16 （ 16 ）

富山県 118 180 0 29 7 5 （ 5 ）

石川県 88 131 146 43 22 19 （ 9 ）

福井県 37 29 0 15 3 3 （ 3 ）

山梨県 55 46 1 64 4 4 （ 2 ）

長野県 387 183 9 71 30 24 （ 25 ）

岐阜県 347 101 64 64 12 10 （ 10 ）

静岡県 530 229 0 64 16 11 （ 11 ）

愛知県 227 373 60 58 17 11 （ 11 ）

三重県 110 49 53 35 11 11 （ 11 ）

滋賀県 282 105 10 114 16 12 （ 11 ）

京都府 95 57 13 46 13 10 （ 10 ）

大阪府 610 624 0 236 23 21 （ 21 ）

兵庫県 294 140 24 73 17 16 （ 16 ）

奈良県 20 50 42 30 5 5 （ 5 ）

和歌山県 103 28 193 40 5 5 （ 4 ）

鳥取県 11 52 21 21 10 10 （ 9 ）

島根県 123 113 0 19 11 9 （ 9 ）

岡山県 845 172 9 192 18 15 （ 14 ）

広島県 327 130 32 86 17 11 （ 11 ）

山口県 181 180 236 282 36 34 （ 24 ）

徳島県 391 154 0 101 35 34 （ 34 ）

香川県 180 139 74 46 10 8 （ 8 ）

愛媛県 155 319 9 37 8 6 （ 6 ）

高知県 179 63 173 31 5 4 （ 4 ）

福岡県 344 143 6 113 16 14 （ 14 ）

佐賀県 86 40 0 35 7 6 （ 6 ）

長崎県 51 53 100 34 7 6 （ 6 ）

熊本県 204 340 0 171 14 13 （ 13 ）

大分県 663 83 105 300 30 24 （ 23 ）

宮崎県 229 272 42 118 9 7 （ 7 ）

鹿児島県 178 66 0 86 5 4 （ 4 ）

沖縄県 2 16 0 46 17 17 （ 17 ）

不明 1,536 1,037 0 （ 0 ）

厚生労働省 447 134 128 （ 128 ）

小計 16,475 8,518 （ 0 ）

計 5,360 5,145 1,031 899 ( 781 ）

都道府県

強制不妊手術①
名簿掲載
人数②

相談件数
2019.4.24～
2021.2.28

請求受付件数
2019.4.24～
2021.2.28

認定件数
3月末(※)

24,993

①衛生行政報告例等の統計資料②2018年度行った都道府県の保有する資料の状況調査等から判明した資料から算出

①と②の整合性はなし　  ／　　※（ ）内の認定件数は、審査会を経た件数
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せ い ふ

には医療
い り ょ う

崩壊
ほうかい

にや保健所
ほ け ん じ ょ

にのひっ迫
ぱ く

にという深刻
し ん こ く

にな事態
じ た い

にを経
へ

にてもなお、全世代型
ぜんせだいが た

社会
しゃかい

保障
ほし ょ う

改革
かいかく

にの名
な

にの下
も と

にで病院
びょういん

にの

統廃合
とうはいごう

等
など

にを進
すす

にめています。さらに検査
け ん さ

体制
たいせい

にの拡充
かくじゅう

には遅々
ち ち

にとしたままで、ワクチン接種
せっしゅ

にについても混乱
こんらん

にが生
しょう

にじています。わ

たしたちが長期
ち ょ う き

ににわたり厳
きび

にしい状
じょう

況
きょう

にに置
お

にかれているのは、こうした政府
せ い ふ

にの社会
しゃかい

保障
ほし ょ う

軽視
け い し

にの姿勢
し せ い

にや、後手
ご て

にに回る
まわ  

感染症
かんせんしょう

対策
たいさ く

にによるところが少
す く

になくありません。感染力
かんせんりょく

にや重症化
じゅうしょうか

にの危険性
き け ん せ い

にが従来型
じゅうらいがた

にを上
うわ

回
まわ

にる変異種
へ ん い し ゅ

にが広
ひろ

にがる今
いま

に、国民
こ く ん

にの命
いのち

には

一層
いっそう

の危機
き き

にさらされています。このような中
なか

で、東京
とうきょう

オリンピック・パラリンピックの準備
じゅんび

が開催
かいさい

ありきで進
すす

められているのは、

極
きわ

めて憂慮
ゆ う り ょ

すべき状況
じょうきょう

です。 

今
いま

にこそ障害
しょうがい

にのある人
ひと

にや現場
げ ん ば

にの実態
じったい

にから必要
ひつよう

にな施策
し さ く

にを求
も と

にめる必要
ひつよう

にがあります。新型
しんがた

にコロナウイルス感染症
かんせんしょう

対策
たいさ く

にや４月
がつ

からの報酬
ほうしゅう

改定
かいてい

にの矛盾
むじゅん

にはもちろん、障害
しょうがい

にのある人
ひと

にの工賃
こうちん

にへの影響
えいきょう

にや報酬
ほうしゅう

にの日額制
にちがくせい

等
など

にが障害
しょうがい

にのある人
ひと

にと事業所
じ ぎ ょ う し ょ

にを追
お

にい

詰
つ

めている問題
もんだい

等
など

について声
こえ

を上
あ

げていきましょう。そして、何
なに

よりも命
いのち

と健康
けんこう

を大切
たいせつ

にすることを高
たか

く掲
かか

げながら、障害者
しょうがいしゃ

権利
け ん り

条約
じょうやく

を地域
ち い き

のす ず に届
と ど

けていきましょう。 




